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なぜ、企業に
ＣＳＲが必要なのか。

☞
この命題が解けないまま、
ＣＳＲに着手してはいけない。



企業にＣＳＲは必要ない。

ミルトン・フリードマン
シカゴ大学教授
ノーベル経済学者

企業の社会的責任は一つしかない。それは利潤を増大させる
ことである。企業の社会的責任と称して、経営者が独断で
慈善事業に寄付したりするのは、企業のオーナーである
株主に対する一種の背任行為ですらある。
ˈˈ『資本主義の自由』



カーリー・フィオリーナ

（元ヒューレット・

パッカードＣＥＯ）

企業が活動している地域社会に対して責任がないという考えは、

言い換えれば、われわれは真空状態で活動し、自分たちの

行動は周りの環境に影響を与えないということである。

この考えは間違いなく持続不可能である。（スピーチから）
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なぜ、企業にＣＳＲが必要なのか。

松下幸之助
松下電器産業創業者

企業は社会の公器である。したがって、
企業は社会とともに発展していくのでなけれ
ばならない。企業自体として、絶えずその業容
を伸展させていくことが大切なのはいうまでも
ないが、それは、ひとりその企業だけが栄える
というのでなく、その活動によって、社会もまた
栄えていくということでなくてはならない。
また実際に、自分の会社だけが栄えるということは、一時的に
はありえても、そういうものは長続きはしない。



なぜ、企業にＣＳＲが必要なのか。

ピーター・ドラッカー
クレアモント大学院教授

企業は、社会や経済の許しがあって存在しているのであり、
社会と経済が、その企業が有用かつ生産的な仕事をしていると
見なす限りにおいて、その存続を許されているにすぎない。

ˈˈ『マネジメント』



なぜ、企業にＣＳＲが必要なのか。

フィリップ・コトラー
ノースウェスタン大学

ケロッグ経営大学院教授）

企業の社会的責任（ＣＳＲ）とは、企業が自主的に、自らの事業
活動を通して、または自らの資源を提供することで、
地域社会をよりよいものにするために深く関与していく
ことである。̍ˈ『社会的責任のマーケティング』



なぜ、企業にＣＳＲが必要なのか。

飯田亮
セコム創業者

企業の利潤、商売の利益というものは、
社会に対する貢献度によって決まるもの
であり、その貢献の度合いによって社会は
企業に利潤をもたらす。社会に貢献しない
企業は、だから利潤は得られないし、
得たとしても、又それは何日も続かない。
そしてその企業は社会から消え去ること
になる。



なぜ、企業にＣＳＲが必要なのか。

マイケル・ポーター

ハーバード大学

ビジネススクール教授

戦略的ＣＳＲならば、自社の競争力につながるように

競争環境に投資することで、社会と共有できる価値を

生み出せる。企業の成功と社会の成功とが相互に補強しあう、

一種の共生関係が築かれる。『競争優位のＣＳＲ戦略』



フリードマン教授以外の

６人の共通項はˈˈ



フリードマン教授以外の

６人の共通項はˈˈ

持続可能性
sustainability



答え
ＣＳＲとは、企業を
長続きさせるもの
だからである。

なぜ、企業にＣＳＲが必要なのか。



ＣＳＲ＝「持続可能性」のために

「サステナビリティ」のために

サステナビリティ

＝企業の持続可能性

＝社会や国家、国民の持続可能性

＝地球環境や生態系、資源の持続可能性



ＣＳＲの歴史的経緯
◆ＣＳＲは古今東西、共通の概念
「三方良し」「三菱の三綱領」(1934) 「経済同友会」(1946)

19世紀英国 キャドバリー社＜クエーカー教徒
インドのタタ・グループ＜ゾロアスター教

◆2003 年にＣＳＲが動いた
資本主義の矛盾の是正／企業丌祥事の多発／ＳＲＩ

◆ＮＰＯ／ＮＧＯの台頭、企業との協業
欧米のＮＰＯ活動は1970 年代から
日本のＮＰＯ活動は1998 年/ ＮＰＯ法から
今後は企業／ＮＰＯが戦略的に協業する時代

◆ＩＳＯ26000 組織の社会的責任ガイダンス規格
⇒「21世紀のグローバル・スタンダード」に



環境問題の歴史的経緯

◆すべての「原点」は1992 年

「リオデジャネイロ地球サミット」

国連気候変動枠組み条約 ～ＣＯＰ16

国連生物多様性条約 ～ＣＯＰ10

国連砂漠化対処条約(日本ではあまり注目されていない）

⇒2012 年 リオデジャネイロ地球サミット（リオサミット20周年）

この20年の世界の環境活動の集大成的なイベントに

◆ＣＯＰ16（カンクン）での進捗

⇒2011 年、ＣＯＰ17（南アフリカ）での合意が視野に



企業のＣＳＲ活動で
いま、求められていること

①本業との連携・連動

企業収益の向上に役立つ環境・ＣＳＲ活動を

②ＩＳＯ26000 への対応

「７つの中核課題」への細かな対応

③ＮＰＯ／ＮＧＯとの協業

地域社会における信頼感醸成、ファンづくり

④戦略的コミュニケーション

「当社のＣＳＲと言えば○○」という図式づくり



①本業との連携・連動

◎ 当社にしか出来ないＣＳＲ活動
▲ コーズ・マーケティング
× 横並びのＣＳＲ

１Ｌfor 10Ｌ の蹉跌

「企業の社会的目的と経済的目的は
統合されなければならない」

・企業の経済的ゴールは
具体的に達成度合いを検証しやすい
・『社会的目的』の達成度合いを測るのは
難しい



②ＩＳＯ26000 への対応

ＩＳＯ14000 （環境マネジメント）は認証

ＩＳＯ26000 （ＳＲ）はガイドライン

ただし、ガイドラインの方が普遍性がある。

ソフトローとしての存在⇔ハードロー（法律、憲法）

⇒すべての組織にとって、ＩＳＯ26000 が行動規範に

７つの中核主題

①組織統治 ②人権 ③労働慣行

④環境 ⑤公正な事業慣行

⑥消費者課題 ⑦コミュニティ参画＆開発





③ＮＰＯ／ＮＧＯとの協業

なぜＮＰＯ／ＮＧＯとの協業が
重要か？

ＮＰＯ／ＮＧＯの役割が
近年ますます重要に。

Ź

企業がＮＰＯ／ＮＧＯの手を借りて、
社会的責任を全うする時代に。

Ź

うまく協働できれば企業やブランドの
顧客・ファンが増やせる。

Ź

企業の本業にも貢献



プロジェクト名
企業名（所在
地）

NPO名（所在地） プロジェクト概要

2010年ＰＳＣ大賞）モバイル
型遠隔情報保障システム
普及事業

ソフトバンク
モバイル

長野サマライズ・
センター

大学、通信会社、聴覚障害者支援のＮＰＯとが連携し、携帯端
末を利用した難聴児（者）への新しい情報保障システムを発案。
移動を伴う授業や大人が同席できない環境下でのパソコン要約
筆記（文字）通訳を、既存のモバイル端末と既存のフリーソフトと
の組合せで実現。全国へ向けてシステムの無料提供を行い、
普及拡大に努め、現在３年目を継続中。

有害物質を含まないアップ
ル製品の開発

アップル グリーンピース

06年、国際環境ＮＧＯ・グリーンピース・インターナショナルは、
「グリーン・マイ・アップル」と題し、アップルに環境対策を強化す
るように求める大々的なキャンペーンを行った。07年５月、アップ
ルのCEOスティーブ・ジョブズ氏は、環境対策を強化する声明を
発表し、2008年末までにアップルの全製品からBFRおよび有害
PVCを完全に排除する方針を打ち出した。

KIZUNAプロジェクト（バング
ラデシュでの食育）

ダノン・ジャパン
ケア
インターナショナル

ダノンの「できるだけ多くの人々に食を通じて健康を届ける」とい
う基本理念のもと、バングラデシュの子どもたちの栄養と健康を
促進するための教育プログラムをケアインターナショナルの協
力のもとで実施。ケアが、現地の若い女性を採用・養成し、週に
一回、食・健康・衛星の授業を実施する。2010年は最大50校を
対象。

2009年ＰＳＣ賞）地域社会
の防災力の向上に向けた
協働事業

東京ガス プラス・アーツ

地域の防災力向上に何が必要か～防災をテーマに取り組みた
いと考えていた企業が、｢防災の日常化｣をテーマにアートやデ
ザインで事業を展開していたＮＰＯと出合い、東京エリアで、若
いファミリー層が楽しみながら学べる新しいカタチの防災訓練の
普及や、市民及び社員向けの防災啓発ツールの開発などを
行っている。

08年ＰＳＣ大賞）点から線
へ、線から面へのまちづく
り事業

京阪電気鉄道
石坂線21駅の
顔づくりグループ

毎日見慣れた駅や電車が人々に新鮮な驚きを与える舞台に変
身！新たな鉄道の可能性、魅力を発掘することで楽しいまちに。
市民の生活に密着した公共交通がもつ力を活用し、文化の発
信や地域・世代間の交流を図ることで、沿線の活性化、人々の
まちづくりへの関心を喚び起こす試み。

緊急人道支援用シェルター
の開発

帝人
ピース・ウィンズ
ジャパン

緊急支援用大型シェルターの共同開発を行い、難民キャンプ等
の支援活動で、仮居住空間、緊急医療施設として利用。



④戦略的コミュニケーション

◆「当社のＣＳＲといえば○○」という

シンプルな図式づくり

ҜＣＳＲランキングの向上

ＣＳＲランキングは一種の人気投票

◆自社のＣＳＲを13文字で言えますか？

13文字＝Yahoo!ニュースの見出し制限文字数

13文字ならシンプルに伝わる。口コミになる。



「足し算のＣＳＲ広報」から
「引き算のＣＳＲ広報」へ

◆「足し算のＣＳＲ」とは

ＧＲＩガイドラインに則り、できるだけの情報開示をし、

ＣＳＲ報告書には、多くの情報を少しずつ盛り込む

⇒あまりに総花的過ぎて、情報の受け手にとって、

その会社のＣＳＲの哲学、最も大事にしていることが

見えてこない。

◆戦略的ＣＳＲコミュニケーションの観点からは、

「引き算のＣＳＲ」が求められています。



ＣＳＲを巡る７つの誤解

①雇用と納税をしているのでCSRは不要だ ×

②うちは本業そのものがCSRだ ×

③本業に余裕がないならやらなくて良い×

④ＣＳＲは欧米から移入された概念だ×

⑤ＣＳＲは大企業だけのものだ×

⑥ ISO26000は認証はないので、関係ない×

⑦グローバル企業ではないので26000は関係ない ×


